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対する COD 濃度規制が開始された．さらに，大阪湾を含む瀬戸内海では 1973 年 10 月に瀬戸内海環
境保全臨時措置法が制定され（1978 年に瀬戸内海環境保全特別措置法として恒久法化），1980 年か
らは産業系 COD に関する総量規制やリンの削減指導が開始された．その後，総量規制は達成目標と
する基準や年度が 5 年ごとに更新され，2002 年 4 月からの第 5 次総量規制からは富栄養化対策とし
















図-1.1 大阪府下における発生負荷量の推移（2014 年度のみ目標値）2) 
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大阪湾は瀬戸内海の東端に位置する長軸 60km，短軸 40km の楕円形の海盆である．大阪湾および




























1,239mm/year と比較的温暖少雨な地域である．気温は 8 月に最も高く，1 月に最も低くなる．降水量
は，梅雨期（近畿地方では 6 月初旬から 7 月半ばまで）と台風期に多く，冬季に少ない．ただし，8
図-2.2 大阪湾における埋め立ての変遷 3) 
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月は台風期であるが，晴天が続くため降水量は少ない．全天日射量は 4 月から 8 月に高く 18MJ/m2
付近を推移するが，冬季にはおよそ半減する．日照時間は 4 月と 8 月にピークを示し，年平均値で
は 1 日当たり 5.6 時間となっている． 
 
2.2.3 流動構造 











































































総合水質調査は瀬戸内海全域を対象に，1982 年以降，各季に 1 回の頻度（2 月，5 月，8 月，10 月）
で多くの水質と底質に関する項目について測定がなされている．ただし，大阪湾や播磨灘では，形
態別栄養塩については 1988 年以降にしか測定されていない．一方，浅海定線水質調査は 1972 年か






図-2.5 大阪湾でみられる残差流系 4) 




成分と無機態（Inorganic）成分に区別される．また，DIN は NH4-N，NO2-N，NO3-N の 3 態に区分さ
れるが，DIP のほとんどは PO4-P として存在していることから，通常 PO4-P と DIP は同義で扱われ
ることが多い．ここでは，DIN は NH4-N，NO2-N，NO3-N の総和として求め，O-N，O-P はそれぞれ
T-N と DIN，T-P と PO4-P の差として求めた． 












3) SS（Suspended Sediment） 












































































図-2.6 総合水質調査の観測地点 図-2.7 浅海定線水質調査の観測地点 

















6) DO（Dissolved Oxygen） 
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心に 4mg/L 以下を示し，貧酸素水塊が慢性的に発現している． 















物プランクトンに同化されているものと考えられる．また，NH4-N と PO4-P は湾奥部底層において
も高い値を示しており，底泥から大量に溶出し，滞留しているものと推察される． 
O-N と O-P はいずれも大阪湾奥部表層で高く，底層で低い値を示している．これは陸域から有機
態成分としても窒素やリンが負荷されることに加え，活発な一次生産によって無機態成分が有機態
成分に速やかに変換されるためである．全成分に占める有機態成分の占める割合（O-N/T-N 比，





義に基づく O-P には懸濁無機態リンも少なからず含まれている可能性が考えられる． 
表層の栄養塩制限についてみると，冬季と春季には湾奥部表層の DIN/PO4-P 比は Redfield 比 6)
（N/P=16）より大きく，PO4-P 濃度も 0.01mg/L 前後の低い値を示していることから，リン制限が働
いていると推察できる．一方，夏季と秋季には DIN/PO4-P 比は 16 以下の値を示し，PO4-P 濃度も
0.02mg/L と比較的高く，リン制限が解消されている．これは，底層の貧酸素化に応じて底泥からの
リンの溶出量が増加し，河口付近のエスチュアリー循環によって表層に運ばれるためと考えられる．
しかし，DIN 濃度も 0.10mg/L 以上を示し枯渇していないことから，夏季と秋季における湾奥部海域
では栄養塩制限は働いていないと推察される．ただし，湾奥部や河口付近の水質は，河川出水や気
象擾乱に応じて大きく変動するため，短期的・局所的には制限因子が変化していると考えられる． 









図-2.9(d) Chl.-a 濃度（μg/L）の水平分布 























































































入する頻度が高いことを統計的に明らかにした．図-2.12 に示すように，黒潮は 1975～1980 年には







 総量規制等により陸域から流入する COD や窒素，リンが着実に削減されつつあるにも拘わらず，
湾奥部表層では 2001 年頃以降，Chl.-a 濃度と COD の上昇，さらに透明度の低下が生じており，水
質は改善されるどころかむしろ悪化しているようにさえみてとれる．一方，湾央部や湾西部では 1980
年代より COD や Chl.-a 濃度は低く，近年は透明度の上昇が認められる． 
 DIN 濃度はいずれの海域においても表層，底質ともに着実に低下する傾向にあり，海域の富栄養
化は改善されつつある．特に[NO2+NO3]-N 濃度の低下が著しく，湾央部や湾西部では枯渇に近づき
つつある．また，PO4-P 濃度は湾奥部の表層では大きな変化はなく，約 0.010mg/L 前後の低い値を示
している．一方，底層では 1980 年を境に急激に低下し，その後は 0.020mg/L 前後を推移しているが，
1995 年頃からは変動が大きくなっている．湾奥部底層における PO4-P と NH4-N の濃度変動はよく対
応しており，また DO と逆相関を示していることから，底泥からの溶出量が濃度変動を支配してい

























































































































































































































































































































赤潮発生件数は年々増加傾向にあったが，その後徐々に減少し，1976 年～1991 年の 25 年間に 54 件
から 23 件まで改善した．しかし，その後は現在に至るまで明確な改善傾向はみられず，20～30 件あ
たりを推移している． 































1971      1976       1981      1986     1991      1996      2001  
図-2.12 潮岬から黒潮流軸までの南方距離の経年変化 
























ルームを起こした後，6 月に若干減少し，7，8 月に再び活発化している．6 月に赤潮件数が少ないの
は，梅雨期であるために雨天日が続き，日照不足によって一次生産が制限されるためと考えられる． 
 図-2.16 に赤潮を構成する植物プランクトンの種構成比を示す．大阪湾では上位 50%以上を


































































図-2.15 近年の月別赤潮発生件数（2005～2009 年）3) 



































図-2.16 赤潮プランクトンの種構成比（2005～2009 年）3) 
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 降水の採取は， St.1（大阪府吹田市）を主観測点とし，その他に St.2（大阪府大阪市），St.3（大




 調査は予備調査を含め 2007 年 5 月 15 日から開始したが，本研究では 2007 年 6 月 1 日から 2010
年 4 月 30 日までの 35 か月間に発生した全降水を対象に解析を行った．採水にはポリエチレン製容




床面から約 1m の高さに設置した．St.1 における採水試料は計 333 サンプル，降水日数は 266 日，総
降水量は 3,840mm であった． 
 
3.2.2 分析方法 







図-3.3 栄養塩分析装置 AACS V 
図-3.1 採水地点 
Google map 
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3.2.3 調査期間の気象 











 図-3.5に一降雨あたりの水質濃度と負荷量を示す．降水の T-N 濃度は，大気中の存在量と水への
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また，DIN の内訳をみると，NO2-N は 2%と微量であり，NH4-N や NO3-N がその大半を占めてい
る．DIN に占める NH4-N と NO3-N の割合はそれぞれ 44%，54%であり，表-3.2に示す既往の調査













表-3.2 降水水質に関する既往の調査事例 2),4)（単位：mg/L） 
調査地 調査期間 NH4-N NO3-N NO2-N DIN T-N PO4-P T-P
　東京都北区西ヶ原 　1974. 4～12 0.8 0.44 ‐ 1.24 ‐ ‐ ‐
　東京都府中市 　1976. 6～9 0.438 0.33 ‐ 0.768 ‐ ‐ ‐
　大阪府岸和田市 　1973. 3～1974. 3 0.881 0.19 0.036 1.107 ‐ ‐ ‐
　神奈川県平塚市 　1965. ～1967. 2.18 0.52 ‐ 2.7 ‐ ‐ ‐
　愛知県東郷町 　1974. 6～7 0.34 0.08 ‐ 0.42 0.78 0.03 0.04
　滋賀県大津市北部 　1974. 7～1975. 3 0.36 0.59 0.72 0.003 0.02
　滋賀県大津市南部 〃 0.46 0.85 1.15 0.04 0.06
　滋賀県新旭町 〃 0.21 0.4 0.82 0.001 0.02
　長野県長野市安茂里 　1975. 7～1976. 6 0.404 0.269 0.012 0.685 ‐ ‐ ‐
　長野県諏訪市諏訪湖畔 　1977. 6～7 0.486 0.152 0.003 0.641 0.982 0.01 0.038
　茨城県谷田部町 　1977. 6～1978. 6 0.54 0.253 0.011 0.804 ‐ ‐ ‐
　茨城県阿見町 　1976. 4～12 0.48 0.194 0.01 0.684 0.87 ‐ ‐
　瀬戸内海沿岸  　1975.10 0.41 0.31 0.01 0.73 1.01 0.02 0.04
　瀬戸内海沿岸  　1976. 5 0.18 0.13 0.01 0.32 0.55 0.01 0.03
　香川県木田郡三木町 　1993. 5～1996. 2 0.497 0.812 ‐ 0.008 ‐
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3.3.2 水質と負荷量の季節変動 
 図-3.7に月間降水量，および加重平均水質濃度と負荷量の月変化を示す．ここでは，2007 年 6 月
から 2010 年 4 月までの約 3 年間における各月の平均値を示している． 
窒素濃度は夏季と冬季に高く，春季と秋季に低くなる季節変動がみられる．DIN の内訳をみると，
すべての月において，NH4-N よりも[NO2+NO3]-N のほうが高い濃度値を示している．[NO2+NO3]-N，
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一方，リンについてみると，その負荷量は降水量の季節変動に概ね対応しているが，3 月と 4 月に
は T-P，PO4-P ともに濃度が上昇している．その結果，負荷量についても他の月に比べて大きく，特
に 4 月には降水量が最大値を示した 7 月よりも大きな負荷が生じている．我が国では春季に東アジ


















































































 3.4 大阪湾への降水負荷 
 
3.4.1 大阪湾への降水負荷量 
 表-3.3 に降水による大阪湾への年間負荷量を示す．3 つの観測地点で測定された降水水質に大き
な差異が認められなかったこと，また，海域における降水水質は陸域における濃度変動の範囲内で
あるという知見 7)に基づき，ここでは St.1 における降水水質を大阪湾全域に適用し，海面への直接
負荷量を算定した．降水負荷量は表-3.1 に示した単位面積当たりの年間負荷量に，大阪湾の面積
1,447km2 を乗じることにより求めた．なお，上述の通り，観測期間における平均年間降水量は
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1,317mm/year であり，ほぼ平年並みであった． 
 環境省 8)によると，大阪湾に流入する陸域負荷量（2006 年度）は，T-N，T-P についてそれぞれ 82.6 
ton/day，5.28 ton/day（発生負荷量はそれぞれ 114 ton/day，7.91 ton/day）と算定されている．今回の
調査結果を基に試算すると，大阪湾への降水負荷は T-N，T-P でそれぞれ 3.45 ton/day，0.036 ton/day
であり，陸域負荷の 4.2 %，0.68%に相当する．つまり，1 年間という長期間で捉えた場合，降水に
よる大阪湾への直接負荷量は，陸域負荷に比べて微小であり，湾全体を一つの系とした栄養塩収支
を考える際には無視しうる量であるといえる． 








































































が 0.040mg/L の海域に，2007 年 7 月 20 日に観測された降雨により窒素が海面に供給された場合，表
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本研究では陸域負荷の算定にあたり，図-4.1 に示すように大阪湾流域を 7 つに区分して
扱った．算定対象期間は水質総量規制開始後の 1980 年から 2005 年とし，COD および形態
別窒素・リン（NH4-N，NO2-N，NO3-N，O-N，PO4-P，O-P）について，晴天時負荷量（平
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(a) 河川負荷  



















図-4.3 河川代表地点の空間分布（Google map を基に作成） 
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(b) 下水処理場負荷  
 流域下流部に位置する下水処理場の空間分布を図-4.4 に，その一覧を表-4.2 に示す．放
流水量と水質（COD，T-N，T-P）については下水道統計より実績データが入手可能である．
 番号 流域 河川 観測地点 備考1 淀川 淀川 枚方大橋流心 流量＝高浜or枚方平水流量
2 大和川 大和川 遠里小野橋 流量＝上流香ヶ丘平水流量












15 淀川 枚方大橋流心 寝屋川への導水
16 大和川 河内橋 寝屋川への導水


















35 武庫川 甲武橋 流量＝甲武橋平水流量


























62 志筑川 志筑橋 感潮区間，流量＝志筑橋流量×1.9





























図-4.4 流域下流部に位置する下水処理場の空間分布（Google map を基に作成） 







(d) 浄化槽等負荷  
 浄化槽等については十分なデータがなく，個々に負荷量を算定することが困難なため，
 番号 流域名 下水処理場名 事業者名 放流先水域名 供用開始 備考
1 原田 流域下水道 猪名川 1966年4月
2 中央 流域下水道 安威川 1970年3月
3 高槻 流域下水道 番田井路（神崎川） 1969年8月
4 大野 大阪市 神崎川 1967年11月
5 十八条 大阪市 神崎川 1970年3月
6 川面 吹田市 神崎川 1966年7月
7 南吹田 吹田市 神崎川 1973年7月
8 庄内 豊中市 神崎川 1973年4月
9 池田 池田市 猪名川 1968年6月
10 北部（尼崎市） 尼崎市 猪名川 1982年9月
11 東部（第1） 尼崎市 左門殿川 1982年10月
12 東部第2 尼崎市 左門殿川 1962年10月 2002年度に東部第1に統合
13 鴻池 流域下水道 寝屋川 1972年7月
14 川俣 流域下水道 寝屋川 1972年7月
15 渚 流域下水道 寝屋川 1989年4月 1998年度までは淀川に放流
16 海老江 大阪市 淀川、正連寺川 1940年4月
17 平野 大阪市 平野川分水路 1972年4月
18 中浜 大阪市 第二寝屋川 1960年5月
19 津守 大阪市 木津川 1940年4月
20 放出 大阪市 平野川分水路 1967年10月
21 住之江 大阪市 住吉川 1964年12月
22 千島 大阪市 木津川 1963年10月
23 市岡 大阪市 尻無川 1961年4月
24 今福 大阪市 寝屋川 1966年6月
25 此花 大阪市 正連寺川 1968年7月
26 守口 守口市 寝屋川 1966年4月
27 北部（大阪府） 流域下水道 大阪湾 1987年4月
28 中部（大阪府） 流域下水道 大阪湾 1989年4月
29 南部 流域下水道 大阪湾 1993年7月
30 三宝 堺市 大和川 1963年8月
31 石津 堺市 大阪湾 1972年2月
32 汐見 泉大津市 大阪湾 1973年10月
33 磯ノ上 岸和田市 大阪湾 1967年8月
34 高石 泉北環境整備施設組合 大阪湾 1972年8月
35 武庫川下流 流域下水道 大阪湾 1976年10月
36 鳴尾浜 西宮市 大阪湾 1986年10月
37 枝川 西宮市 大阪湾 1970年2月
38 甲子園浜 西宮市 大阪湾 1991年3月
39 芦屋 芦屋市 大阪湾 1974年1月
40 南芦屋浜 芦屋市 大阪湾 2001年4月
41 東灘 神戸市 大阪湾 1962年10月
42 ポートアイランド 神戸市 大阪湾 1980年5月
43 中部（神戸市） 神戸市 大阪湾 1958年11月
44 西部 神戸市 大阪湾 1965年4月
45 垂水 神戸市 大阪湾 1974年8月
46 朝霧 明石市 大阪湾 1986年5月
47 津名 淡路市 大阪湾 2002年4月
48 淡路・東浦 淡路市 大阪湾 1998年3月















(e) 降水負荷  






査は淀川では 2007 年 5 月から 2010 年 3 月までの約 3 年間，大和川では 2009 年 3 月から
2010 年 3 月までの約 1 年間行った．淀川では豊里大橋（河口上流 14.0km），大和川では
遠里小野橋（河口上流 4.2km）において観測を行った（図-4.5）．淀川では計 60 サンプル，
大和川では計 24 サンプルを採取した．採水時の河川流量は，淀川では 109～2,730m3/sec，












1 豊里大橋  
2 枚方大橋  
3 高浜  
4 遠里小野橋  
大和川  




TDN，T-N，PO4-P，TDP，T-P，SiO2-Si であり，2009 年 4 月以降は DOC，TOC を項目に
追加した．ただし，DIN は  NH4-N，NO2-N，NO3-N の総和とし，PN，PP，POC について
は全濃度と全溶存態濃度の差より，DON，DOP については全溶存態濃度と溶存無機態濃度
の差より算定した．現地測定には pH-電導度計 D54SE（HORIBA 製），電導度計 SC82
（YOKOGAWA 製）を，水質分析には Auto Analyzer AACS V（BLTEC 製）および TOC-V
（島津製作所製）使用した．  
 
4.2.3 L-Q 関係の構築 
 調査結果を基に，低流量域から高流量域までに対応した式 4.1 の L-Q（負荷量‐流量）
関係式を構築し，淀川と大和川の負荷特性を定量的に把握した．  
L=a×Qb                (4.1) 






















 まず，COD は 1980～2005 年度の 25 年間に負荷量は約半減しており，瀬戸内法以降の継
続的な総量規制と下水道普及率の向上により着実に削減されてきたことがわかる．  
- 48 - 
 
T-P についても 1980 年度から減少傾向にあり，2005 年度までに約 65%が削減されてい
る．瀬戸内法ではリンの削減指導が行われたものの規制まではなされず，法的規制は 2000
年に始まる第 5 次総量規制の富栄養化対策まで行われなかった．それにも拘わらず 1980
年度から負荷量が減少傾向にあった原因としては，下水道普及率の向上と無リン洗剤の普
及によるところが大きいと考えられる．  
T-N については 25 年間に約 40%の削減がなされているが，1990 年度まではほとんど変
化がなく，その後減少が始まっている．これは窒素については 1995 年からの削減指導と












































































































     負荷除去率の経年変化 
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-4.8 に示したように下水処理における除去能力が COD やリンに比べて低かったために，
下水道整備による削減効果が現れにくかったことが原因と考えられる．  
形態別窒素に注目すると，1980～1990 年度には O-N が減少する一方で NH4-N が増加し
ている．これは下水道普及率が向上するとともに，当時の一般的な下水処理方式である活
性汚泥法が有機物除去を主な目的としていたためである．1995 年度以降は削減指導および
規制の効果が加わり T-N は減少するが，その内訳をみると O-N よりも DIN の減少による
ところが大きい．さらに DIN の中でも NH4-N の減少と NO3-N の増加という質的変化が生
じている．これは，地域によって時期に若干差はあるものの，概ね 1985 年頃から多くの下
水処理場で高度処理技術が導入され始め，処理過程における硝化能力および窒素除去能力






 晴天時負荷の NH4-N/DIN 比と DIN/PO4-P 比の経年変化を図-4.9 に示す．1985 年度以降，
高度処理技術の普及に伴って，NH4-N/DIN 比は 0.8 から 0.3 へと大幅に低下している．一





 次に，大阪湾表層水の NH4-N/DIN 比と DIN/PO4-P 比の経年変化をそれぞれ図-4.10 と図
-4.11 に示す．NH4-N/DIN 比は 1975 年度には湾奥部海域で 0.6 以上の高い値を示していた
が，1990 年度頃を境に徐々に低下し始め，2005 年度には 0.3 以下にまで下がっている．ま





























図-4.9 晴天時負荷量と DIN/T-N 比および PO4-P/T-P 比の経年変化 
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図-4.12 に湾東部海域における植物プランクトンの種構成比の変化を示す．従来からの
優占種である Skeletonema costatum は 1974 年度には約 90%を占めていたが，1985 年度には
約 50%にまで減少し，その後は大きな変化はみられない．その経年変化は，陸域負荷や海
域水質の DIN/PO4-P 比の変遷と概ね対応しており，山本ら 12)が指摘したように，陸域から
の栄養塩の供給バランスの変化が低次生態系の種組成変化を引き起こした可能性が考えら
れる．海域の N/P 比と植物プランクトンの増殖生理の関係については多くの研究例 13),14)
図-4.10 海域表層における NH4-N/DIN 比の経年変化 
図-4.11 海域表層における DIN/PO4-P 比の経年変化 





一方，湾西部海域では 1975 年度以降，継続的に NH4-N/DIN 比が上昇，DIN/PO4-P 比が









 構築した淀川と大和川の L-Q 曲線を図-4.14(a)～(c)に，その係数 a，b と相関係数 R2
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NO2-N，NO3-N，PO4-P については逆に流量増加に伴い希釈効果（b＜1）が生じる傾向がみ












































































































































































































































































図-4.14 L-Q 曲線(c) 
表-4.3 L-Q 式の係数と相関係数 
淀川 大和川 淀川 大和川
a 0.106 0.375 a 7.06×10-3 5.44×10-2
b 1.01 0.943 b 0.975 0.679
R2 0.90 0.97 R2 0.65 0.83
a 1.39×10-3 1.16×10-2 a 7.67×10-3 1.58×10-2
b 1.31 1.32 b 0.695 0.698
R2 0.85 0.95 R2 0.65 0.87
a 1.71×10-2 0.202 a 0.159 0.383
b 1.49 1.17 b 0.869 0.759
R2 0.94 0.95 R2 0.92 0.95
a 0.199 0.634 a 0.147 0.451
b 0.890 0.748 b 0.899 0.747
R2 0.94 0.97 R2 0.90 0.96
a 1.20×10-2 4.28×10-2 a 1.60×10-2 4.09×10-2
b 0.863 0.858 b 0.783 0.840
R2 0.86 0.99 R2 0.78 0.98
a 6.94×10-5 2.89×10-3 a 3.26×10-2 0.127
b 1.79 1.63 b 0.924 0.787
R2 0.75 0.97 R2 0.73 0.77
a 3.89×10-6 7.18×10-4 a 2.78×10-4 3.49×10-3
b 2.04 1.71 b 1.17 0.934
R2 0.80 0.92 R2 0.78 0.77
a 2.63×10-4 1.83×10-2 a 5.25×10-2 0.2560
b 1.90 1.33 b 1.23 1.04
R2 0.71 0.75 R2 0.98 0.96
a 3.76×10-4 6.44×10-2 a 0.380 0.595
b 2.37 2.02 b 0.951 0.931
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図-4.15 各流域からの T-N と T-P の年間負荷量 
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与を調べるために，平水流量を閾値として，平水時負荷と出水時負荷を区別して算定した．
各年の流量状況と平水流量を図-4.16 に，流入負荷量の年変動を図-4.17 に示す．  










 一方，2005 年，2007 年，2008 年に注目すると，年間総流入流量はほぼ等しいにも拘わ
らず，SS や PP の負荷量には大きな差異が生じている．これは，2007 年は 2005 年や 2008
年に比べて短期間に集中的な大規模出水が生じ，流量の増加に伴い濃度が急増する懸濁物
質の出水時負荷特性（b＞1）が現れたためである．例えば，河川から負荷された懸濁態リ



































































1 月 2 月 3 月 4 月 5 月 6 月 7 月 8 月 9 月 10 月 11 月 12 月  






















































































































図-4.17 2003～2008 年における年間淀川負荷量 
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 まず，2007 年を対象に淀川と大和川の T-N，T-P，DIN，PO4-P について，L-Q 式を用い
た算定結果に対する，平水時水質のみを用いた場合の算定値の相対差（＝（【平水時水質




DIN，PO4-P では過大評価となった．特に，DIN では約 1.8 倍もの算定差が生じ，その差異
は極めて大きい．これは，生活排水の影響を強く受ける大和川の水質は溶存態濃度が高く，
出水時には雨水の流入により濃度が大幅に希釈されるためと考えられる．一方，T-P では
過小評価となり，出水時の土砂流出に伴う PP の濃度上昇を反映した結果が得られた．  
また，2003～2007 年度を対象に大阪湾への年間総負荷量に生じる算定差を見積もったと

















TN TP DIN PO4-P
図-4.19 淀川における平水時水質のみを用いた場合に生じる年間負荷量の相対差 

















































調査を継続して実施した．ここでは，淀川と上流三川については 2009 年 4 月から 2010 年










有機炭素，および SS，COD である．ただし，懸濁態成分（懸濁態窒素 PN，懸濁態リン PP，
有機懸濁態炭素 POC）については全成分と全溶存態成分との差より算定した．現地測定に
は pH-電導度計 D54SE（HORIBA），電導度計 SC82（YOKOGAWA）および多成分水質計
AAQ1183-H（JFE アドバンテック）を，水質分析には AACS V（BLTEC）および TOC-V（島
津製作所）を使用した．また，2009 年 10 月台風 18 号に伴う出水時に採水した試料につい
ては，質量分析計 Finnigan MAT252（Thermo Electron Corporation）を用いた水素・酸素安
図-4.20 対象領域と観測地点 
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定同位体比（δD，δ18O）の分析もあわせて行った．  
河川流量は H-Q 関係より算定した．ただし，2009 年台風 18 号に伴い発生した出水の際
は，淀川合流部における背水の影響により，増水期から減水初期にかけて H-Q 関係が成り
立たなかったため，以下の方法により各上流支川の流量を推定した．まず，高流量域まで






4.5.4 河川の水質特性と流量依存性  
 現地観測により得られた水質と流量の関係を図-4.21 に示す．その関係は溶存態成分と









の流量依存性は図-4.22 に示した DIN や PO4-P と類似していることから，平水時の桂川と














る 24)．  










































































































































































 懸濁態成分は SS に含有または吸着して存在しているため，両指標には各河川の水環境
に応じた関係が存在すると考えられる．観測結果から得られた SS と懸濁態成分の負荷量
の関係を図-4.24 に示す．若干のバラツキはみられるものの，いずれの河川においてもそ
の関係は次の関数形で概ね近似することが可能であった．   
                     LPM = a×LSSb                          (4.2) 
ここで，LPM：懸濁態負荷量 (g/sec)，LSS：SS 負荷量 (g/sec)，a，b：係数である．表-4.4 に
式中の係数および相関係数の一覧を示す．一般に河川水中の PP は土砂粒子に吸着した形
態で多く存在しており 18),19),21)，本結果においても SS と極めて高い相関が得られた．一方




















































水質項目 河川名 a b R 2
桂川 2.99×10-2 0.796 0.79
宇治川 2.66×10-2 0.823 0.59
木津川 1.07×10-2 0.867 0.89
淀川 3.30×10-2 0.813 0.78
大和川 3.61×10-2 0.822 0.99
桂川 3.63×10-3 0.958 0.94
宇治川 9.73×10-4 1.09 0.84
木津川 1.05×10-3 1.05 0.97
淀川 4.02×10-3 0.940 0.96
大和川 6.70×10-3 0.895 0.96
桂川 2.06×10-2 1.01 0.94
宇治川 6.20×10-2 0.913 0.78
木津川 1.25×10-2 1.04 0.95
淀川 3.83×10-2 0.941 0.86
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2) 無機溶存態成分と電導度の関係 
 図-4.25 に無機溶存態濃度と電導度の関係を示す．DIN と PO4-P については観測結果に
加え，同観測地点における公共用水域水質調査結果もあわせて示している．DIN と PO4-P
に注目すると，桂川においてのみ電導度と高い相関がみられる．上記の通り，平水時の桂









CDIN = 0.134 × EC – 0.293       （R 2 = 0.84）             (4.3) 
CPO4-P = 0.00778 ×EC – 0.00829  （R2 = 0.71）             (4.4) 
ここで，CDIN：DIN 濃度 (mg/L)，CPO4-P：PO4-P 濃度 (mg/L)，EC：電導度 (mS/m)である．  
また，大和川においても桂川と同様に河川水質に及ぼす点源負荷の影響が大きく，電導




おける DIN や PO4-P の濃度変動は電導度のみから説明することはできなかった．  





























































導度について毎時のテレメータ観測がなされている．ここでは，2010 年 5 月 22 日から 31
日にかけて発生した出水イベントを対象に，前章において得られた式 4.2 とテレメータに
よる濁度観測データを利用して，出水時を含めた懸濁態負荷量の推定を試みる．同様に，
溶存態成分についても，電導度との間に良好な相関が得られた桂川の DIN と PO4-P に関し







































































































































































































































































度と SS はそれぞれ無機溶存態成分および懸濁態成分と同様の流量依存性を示した．  
 
8) 桂川と大和川において，塩化物イオンと DIN，PO4-P はいずれも低流量時に高い濃度を
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流動計算には三次元モデル ECOMSED1)を用いた．本モデルは POM（Princeton Ocean Model）2)を
ベースにエスチュアリー版として開発され，土砂輸送や風波等のモジュールが付加されている．水
平方向にはデカルト座標系，鉛直方向には自由表面を有する σ 座標系を採用し，静水圧近似および


























































߲ߪ൰ ൅ ܨ௬ 













































ρ ൌ ρሺܵ, ܶሻ 
ここで，U，V，ω：x，y，σ方向の流速，S：塩分，T：温位，D：全水深（= 基準からの水深 H + 潮
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また，水平方向の粘性項と拡散項は，以下のように表される． 















߲ݕ ൬ܪ ∙ 2ܣெ
߲ܸ
߲ݕ൰ 




߲ݕ ൬ܪ ∙ ܣு
߲ܵ
߲ݕ൰ 








水平および鉛直方向の渦動粘性・拡散係数はそれぞれ Smagorinsky モデル 3)（比例定数値 0.20），
Mellor-Yamada 2.5level モデル 4)（背景値 2.0×10-5 m2/s）により評価される．水表面における熱収支は














߲ߪ൰ ൌ ሺെ〈ݓݑሺെ1ሻ, ݓݒሺെ1ሻ〉ሻ 















ここで，z0：粗度パラメータ，κ：カルマン定数（＝0.4），σkb-1：最下層の σ 座標である．z0 には沿
岸域における一般的な値である 0.01m を適用した．また，水‐海底間の熱輸送については断熱条件
とし，側岸においては法線方向流速をゼロ，接線方向流速を free slip 条件とした． 
 
(2) 物質循環モデル 






















߲ݖ േ ܵሺݔ, ݕ, ݖ, ݐሻ ൅ ܮሺݔ, ݕ, ݖ, ݐሻ 
ここで，C：水質変数の濃度，Ex，Ey，Ez：拡散係数，U，V，W：流速，S：生成消滅項，L：外部負
荷項である． 

















  2. 冬季珪藻類（PHYT1） 
  3. 夏季珪藻類（PHYT2） 









LPON, LPOP, LPOC, 
RPON, RPOP, RPOC, PSi
溶存有機態物質
【易分解性・難分解性】
LDON, LDOP, LDOC, 















NH4-N, PO4-P, SiO2-Si, ∑H2S, CH4
拡散，粒子混合，吸脱着
光合成・呼吸
図-5.1 RCA モデルの概要 
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 5. 難分解性懸濁有機態リン（RPOP：Refractory Particulate Organic Phosphorus） 
 6. 易分解性懸濁有機態リン（LPOP：Labile Particulate Organic Phosphorus） 
 7. 難分解性溶存有機態リン（PDOP：Refractory Dissolved Organic Phosphorus） 
  8. 易分解性懸濁有機態リン（LDOP：Labile Dissolved Organic Phosphorus） 





14. 生物細胞内窒素 + 溶存無機態窒素（NH4T） 
 15. 亜硝酸態窒素 + 硝酸態窒素（NO2+NO3） 
 16. 非生物体懸濁態ケイ素（PSi） 
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ଵ଼ܵ ൌ ோ݂௉ை஼ ∙ ݇௚௥௭ሺܶሻ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵ଼,ଶ଴ߠଵ଼,ଶ଴்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ଵ଼
ܪ ∙ ܴܱܲܥ 
（RPOC の生成消滅項）＝（植物プランクトンの被捕食）－（RPOC の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S18：RPOC の生成消滅項（mgC/L/day），fRPOC：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される





ଵܵଽ ൌ ௅݂௉ை஼ ∙ ݇௚௥௭ሺܶሻ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵଽ,ଶଵߠଵଽ,ଶଵ்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ଵଽ
ܪ ∙ ܮܱܲܥ 
（LPOC の生成消滅項）＝（植物プランクトンの被捕食）－（LPOC の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S19：LPOC の生成消滅項（mgC/L/day），fLPOC：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される
LPOC の割合（‐），k19,20：20℃における LPOC の加水分解速度（1/day），θ19,20：LPOC の加水分解
速度に関する温度補正係数（‐）， vs19：LPOC の沈降速度（m/day）である． 
 
RDOC の生成消滅項 
ܵଶ଴ ൌ ோ݂஽ை஼ ∙ ݇௚௥௭ሺܶሻ ∙ ஼ܲ ൅ ݇ଵ଼,ଶ଴ߠଵ଼,ଶ଴்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ݇ଶ଴,଴ߠଶ଴,଴்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ
ܭ஽ை ൅ ܦܱ 




RDOC の割合（‐），k20,0：20℃における RDOC の無機化速度（1/day），θ20,0：RDOC の無機化速度
に関する温度補正係数（‐），KDO：DOC の無機化に対する DO 半飽和定数（mgO2/L）である． 
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LDOC の生成消滅項 
ܵଶଵ ൌ ௅݂஽ை஼ ∙ ݇௚௥௭ሺܶሻ ∙ ஼ܲ ൅ ݇ଵଽ,ଶଵߠଵଽ,ଶଵ்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ݇ଶଵ,଴ߠଶଵ,଴்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ
ܭ஽ை ൅ ܦܱ ∙
ܮܦܱܥ




்ିଶ଴ ∙ ሾܱܰ2 ൅ ܱܰ3ሿ ∙ ܭேைଷܭேைଷ ൅ ܦܱ 










ܵଶଶ ൌ ா݂௫௉௉ ∙ ܩ௣ ∙ ஼ܲ െ ݇ଶଶ,଴ߠଶଶ,଴்ିଶ଴ ∙ ܧݔܦܱܥ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ
ܭ஽ை ൅ ܦܱ ∙
ܧݔܦܱܥ
ܭ௠௅஽ை஼ ൅ ܧݔܦܱܥ 
（ExDOC の生成消滅項）＝（光合成に伴う細胞滲出）－（ExDOC の無機化） 
 
ここで，S22：ExDOC の生成消滅項（mgC/L/day），fExPP：光合成時の炭素同化量に対する細胞滲出





ܵହ ൌ ܽ௉஼ ∙ ோ݂௉ை௉ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ െ ݇ହ,଻ߠହ,଻்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ହ
ܪ ∙ ܴܱܲܲ 
（RPOP の生成消滅項）＝（植物プランクトンの呼吸・被捕食）－（RPOP の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S5：RPOP の生成消滅項（mgP/L/day），fRPOP：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される
RPOP の割合（‐），k5,7：20℃における RPOP の加水分解速度（1/day），θ5,7：RPOP の加水分解速
度に関する温度補正係数（‐）， vs5：RPOP の沈降速度（m/day）である． 
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LPOP の生成消滅項 
ܵ଺ ൌ ܽ௉஼ ∙ ௅݂௉ை௉ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ െ ݇଺,଼ߠ଺,଼்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦଺
ܪ ∙ ܮܱܲܲ 
（LPOP の生成消滅項）＝（植物プランクトンの呼吸・被捕食）－（LPOP の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S6：LPOP の生成消滅項（mgP/L/day），fLPOP：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される
LPOP の割合（‐），k6,8：20℃における LPOP の加水分解速度（1/day），θ6,8：LPOP の加水分解速
度に関する温度補正係数（‐）， vs6：LPOP の沈降速度（m/day）である． 
 
RDOP の生成消滅項 
ܵ଻ ൌ ܽ௉஼ ∙ ோ݂஽ை௉ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ݇ହ,଻ߠହ,଻்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ݇଻,ଽߠ଻,ଽ்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
（RDOP の生成消滅項）＝（植物プランクトンの死滅）+（RPOP の加水分解）－（RDOP の無機化） 
 
ここで，S7：RDOP の生成消滅項（mgP/L/day），fRDOP：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される




଼ܵ ൌ ܽ௉஼ ∙ ௅݂஽ை௉ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ݇଺,଼ߠ଺,଼்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ଼݇,ଽߠ଼,ଽ்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܲ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
（LDOP の生成消滅項）＝（植物プランクトンの死滅）+（LPOP の加水分解）－（LDOP の無機化） 
 
ここで，S8：LDOP の生成消滅項（mgP/L/day），fLDOP：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される




ܵଽ ൌ ܽ௉஼ ∙ ஽݂ூ௉ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ൫݇଻,ଽߠ଻,ଽ்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܲ ൅ ଼݇,ଽߠ଼,ଽ்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܲ൯ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െܽ௉஼ ∙ ሺ1 െ ா݂௫௉௉ሻ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ  
（DIP の生成消滅項）＝（植物プランクトンの死滅）+（RDOP と LDOP の無機化） 
－（植物プランクトンによる摂取） 
 






 窒素の動態はリンと類似しているが，無機態栄養塩として NH4-N と[NO2+NO3]-N の 2 種類が考慮
されている． 
RPON の生成消滅項 
ଵܵ଴ ൌ ܽே஼ ∙ ோ݂௉ைே ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵ଴,ଵଶߠଵ଴,ଵଶ்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ଵ଴
ܪ ∙ ܴܱܲܰ 
（RPON の生成消滅項）＝（植物プランクトンの呼吸・被捕食）－（RPON の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S50：RPON の生成消滅項（mgN/L/day），fRPON：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される
RPON の割合（‐），k10,12：20℃における RPON の加水分解速度（1/day），θ10,12：RPON の加水分
解速度に関する温度補正係数（‐）， vs10：RPON の沈降速度（m/day）である． 
 
LPON の生成消滅項 
ଵܵଵ ൌ ܽே஼ ∙ ௅݂௉ைே ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵଵ,ଵଷߠଵଵ,ଵଷ்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ଵଵ
ܪ ∙ ܮܱܲܰ 
（LPON の生成消滅項）＝（植物プランクトンの呼吸・被捕食）－（LPON の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S11：LPON の生成消滅項（mgN/L/day），fLPON：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される
LPON の割合（‐），k11,13：20℃における LPON の加水分解速度（1/day），θ11,13：LPON の加水分
解速度に関する温度補正係数（‐）， vs11：LPON の沈降速度（m/day）である． 
 
RDON の生成消滅項 
ଵܵଶ ൌ ܽே஼ ∙ ோ݂஽ைே ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ݇ଵ଴,ଵଶߠଵ଴,ଵଶ்ିଶ଴ ∙ ܴܱܲܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ݇ଵଶ,ଵସߠଵଶ,ଵସ்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
（RDON の生成消滅項）＝（植物プランクトンの死滅）+（RPON の加水分解）－（RDON の無機化） 
 
ここで，S12：RDON の生成消滅項（mgN/L/day），fRDON：植物プランクトンの死滅に伴い回帰され
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LDON の生成消滅項 
ଵܵଷ ൌ ܽே஼ ∙ ௅݂஽ைே ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ݇ଵଵ,ଵଷߠଵଵ,ଵଷ்ିଶ଴ ∙ ܮܱܲܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െ݇ଵଷ,ଵସߠଵଷ,ଵସ்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܰ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
（LDON の生成消滅項）＝（植物プランクトンの死滅）+（LPON の加水分解）－（LDON の無機化） 
 
ここで，S13：LDON の生成消滅項（mgN/L/day），fLDON：植物プランクトンの死滅に伴い回帰される




ଵܵସ ൌ ܽே஼ ∙ ே݂ுସ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ ൅ ൫݇ଵଶ,ଵସߠଵଶ,ଵସ்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܰ ൅ ݇ଵଷ,ଵସߠଵଷ,ଵସ்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܰ൯ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ  
െܽே஼ ∙ ߙேுସ ∙ ሺ1 െ ா݂௫௉௉ሻ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵସ,ଵହߠଵସ,ଵହ்ିଶ଴ ∙ ܰܪ4 ∙ ܦܱܭ௡௜௧௥ ൅ ܦܱ 








ଵܵହ ൌ ݇ଵସ,ଵହߠଵସ,ଵହ்ିଶ଴ ∙ ܰܪ4 ∙ ܦܱܭ௡௜௧௥ ൅ ܦܱ െ ܽே஼ ∙ ሺ1 െ ߙேுସሻ ∙ ሺ1 െ ா݂௫௉௉ሻ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ  











ଵܵ଺ ൌ ܽௌ௜஼ ∙ ቀ݇௉ோሺܶሻ ൅ ݇௚௥௭ሺܶሻቁ ∙ ஼ܲ െ ݇ଵ଺,ଵ଻ߠଵ଺,ଵ଻்ିଶ଴ ∙ ܲܵ݅ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ
ݒ௦ଵ଺
ܪ ∙ ܲܵ݅ 
（PSi の生成消滅項）＝（植物プランクトンの呼吸・被捕食）－（PSi の加水分解）－（沈降） 
 
ここで，S16：PSi の生成消滅項（mgSi/L/day），aSiC：植物プランクトン細胞中の Si/C 比（mgSi/mgC），
k16,17：20℃における PSi の加水分解速度（1/day），θ16,17：PSi の加水分解速度に関する温度補正係数
（‐）， vs16：PSi の沈降速度（m/day）である． 
 
DSi の生成消滅項 
ଵܵ଻ ൌ ݇ଵ଺,ଵ଻ߠଵ଺,ଵ଻்ିଶ଴ ∙ ܲܵ݅ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ െ ሺ1 െ ா݂௫௉௉ሻ ∙ ܽௌ௜஼ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ  






的酸化を生じ，速やかに DO を消費する．実際には還元物質にはΣH2S などが挙げられるが，物質循
環系においては主に DO 濃度に対してのみ影響を及ぼすため，便宜的に酸素等価量（O2 Equivalents）
として mgO2/L の単位で扱われる． 
O2EQ の生成消滅項 
ܵଶସ ൌ ݇ைଶாொߠைଶாொ்ିଶ଴ ∙ ܱ2ܧܳ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ
ܭ஽ைைଶாொ ൅ ܦܱ 
（O2EQ の生成消滅項）＝（O2EQ の酸化） 
 
ここで，S24：O2EQ の生成消滅項（mgO2/L/day），kO2EQ：20℃における O2EQ の酸化速度（1/day），




- 84 - 
 
DO の生成消滅項 
ܵଶହ ൌ ܽை஼ሺேுସሻ ∙ ߙேுସ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ ൅ ܽை஼ሺேைଷሻ ∙ ሺ1 െ ߙேுସሻ ∙ ܩ௉ ∙ ஼ܲ  
൅݇௔ߠ௔்ିଶ଴ ∙ ሺܦܱ௦௔௧ െ ܦܱሻ 
െܽை஼ሺேுସሻ ∙ ݇௉ோሺܶሻ ∙ ஼ܲ  
െ2 ∙ ܽைே ∙ ݇ଵସ,ଵହߠଵସ,ଵହ்ିଶ଴ ∙ ܰܪ4 ∙ ܦܱܭ௡௜௧௥ ൅ ܦܱ 
െܽை஼ሺேுସሻ ∙ ൤݇ଶ଴,଴ߠଶ଴,଴்ିଶ଴ ∙ ܴܦܱܥ ൅ ݇ଶଵ,଴ߠଶଵ,଴்ିଶ଴ ∙ ܮܦܱܥ ∙ ܮܦܱܥܭ௠௅஽ை஼ ൅ ܮܦܱܥ ൅ ݇ଶଷ,଴ߠଶଷଶ,଴
்ିଶ଴ ∙ ܧݔܦܱܥ
∙ ܧݔܦܱܥܭ௠௅஽ை஼ ൅ ܧݔܦܱܥ൨ ∙
஼ܲ
ܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ
ܭ஽ை ൅ ܦܱ 
െ݇ைଶாொߠைଶாொ்ିଶ଴ ∙ ܱ2ܧܳ ∙ ஼ܲܭ௠௉௖ ൅ ஼ܲ ∙
ܦܱ












݇௔ ൌ ݇௅ܪ  
݇௅ ൌ ݉ܽݔ൛݇௅௠௜௡，0.728ඥ ௪ܸ௜௡ௗ െ 0.1317 ௪ܸ௜௡ௗ ൅ 0.0372 ௪ܸ௜௡ௗଶ ൟ 
ここで， kL：風速に依存した酸曝気係数（m/day），Vwind：海面上 10m における風速（m/sec）であ
る． 
飽和酸素濃度は水温 T（K）と塩分 S（‐）の関数として，以下の式で計算される． 
ܦܱ௦௔௧ ൌ ݁ݔ݌ሾെ139.34411 ൅ 1.57501 ∙ 10ହ ∙ ܶିଵ െ 6.642308 ∙ 10଻ ∙ ܶିଶ ൅ 1.243800 ∙ 10ଵ଴ ∙ ܶିଷ
െ 8.621949 ∙ 10ଵଵ ∙ ܶିସ െ ܵሺ1.7674 ∙ 10ିଶ െ 10.754 ∙ ܶିଵ ൅ 2140.7 ∙ ܶଶሻሿ 
 
B) 底質モデル 
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間隙水間の吸脱着，物理・生物過程による溶存・懸濁物質の混合などの素過程が考慮されている． 
底質モデルは好気層（第 1 層）と嫌気層（第 2 層）の 2 層で構成され，一定の合計層厚（本研究
では 10cm）の下で，直上水の DO 濃度に依存して好気層厚が変化する．ある物質の全成分に占める
懸濁態成分と溶存態成分の割合は，粒子密度と各物質に固有の分配係数，底質の酸化還元状態によ
って決定される．底質内における物質 C の動態は，以下の物質保存式で記述される． 
ܪଵ ݀ܥ்ଵ݀ݐ ൌ ܭ௅଴ଵሺ ௗ݂ଵܥ்ଵ െ ܥௗ଴ሻ ൅ ݓଵଶ൫ ௣݂ଶܥ்ଶ െ ௣݂ଵܥ்ଵ൯ ൅ ܭ௅ଵଶሺ ௗ݂ଶܥ்ଶ െ ௗ݂ଵܥ்ଵሻ െ ݇ଵܪଵܥ்ଵ ൅ ܬ்ଵ 
ܪଶ ݀ܥ்ଶ݀ݐ ൌ െݓଵଶ൫ ௣݂ଶܥ்ଶ െ ௣݂ଵܥ்ଵ൯ െ ܭ௅ଵଶሺ ௗ݂ଶܥ்ଶ െ ௗ݂ଵܥ்ଵሻ െ ݇ଶܪଶܥ்ଶ െ ݓଶܥ்ଶ ൅ ܬ்ଶ 
ௗ݂ଵ ൌ 11 ൅݉ଵߨଵ， ௗ݂ଶ ൌ
1
1 ൅݉ଶߨଶ 
௣݂ଵ ൌ 1 െ ௗ݂ଵ， ௣݂ଶ ൌ 1 െ ௗ݂ଶ 
ここで，CT1， CT2：第 1 層および第 2 層における全成分の物質濃度[M/L3]，fd1，fd2：第 1 層および第
2 層における溶存態成分の割合，fp1，fp2：第 1 層および第 2 層における懸濁態成分の割合，Cd0：直
上水濃度，JT1，JT2：第 1 層および第 2 層における外部からの供給[M/L2/T]，H1，H2：第 1 層および
第 2 層の層厚[L]，KL01：直上水‐第 1 層間の溶存物質に対する物質移動係数[L/T]，KL12：第 1 層間‐
第 2 層間の溶存物質に対する物質移動係数[L/T]，w12：第 1 層間‐第 2 層間の懸濁成分に対する混合
速度[L/T]，w2：第 2 層における堆積（埋没）速度[L/T]，k1，k2：第 1 層および第 2 層における一次
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ܪଶ ݀ܩ௉ை஼,௜݀ݐ ൌ െ݇ீ௉ை஼,௜ߠீ௉ை஼,௜
்ିଶ଴ ܩ௉ை஼,௜ܪଶ ൅ ீܬ ௉ை஼,௜ሺݐሻ 
ここで，H2：第 2 層の層厚（m），GPOC,i：底質中における分解性 i（i=1,2,3）の POC 濃度（gC/m3），
kGPOC,i：分解性 i の POC の分解速度（1/day），θGPOC,i：温度補正係数，JGPOC,i(t)：直上水から底質へ
の POC フラックス（gC/m2/day）である．直上水から堆積する POC は一定割合で G1，G2，G3成分に




 第 1 層と第 2 層との間の物質輸送は，懸濁態成分と溶存態成分とに分けて計算される．懸濁態成
分の混合はマクロベントスの移動（bio-turbation）によって引き起こされ，粒子混合係数 w12 [L/T] と
して表される．ただし，マクロベントスをモデルコンパートメントとして直接に扱うことは実測デ
ータの不足により難しいため，w12は易分解性有機炭素（POCG1）に比例するとともに，Arrhenius 式













ܭெ,஽௣ ൅ ሾܱଶሺ0ሻሿ 
dS
dt ൌ െ݇ௌܵ ൅
ܭெ,஽௣
























は陸棚端に設定し，最大水深は 155m である． 
一般に沿岸海域における流動・水質構造は季節によって大きく変化するため，ここでは年間を通
した解析を行い，年間または各季における物質循環について検討する．2004 年 11 月 1 日から 12 月
31 日までの 2 ヶ月間を助走計算期間とし，2005 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までの 1 年間を対象に解
析を行った．11 月における平均的な水温，塩分の初期分布を与え，静止状態から計算を開始した． 
ECOMSED では計算負荷の低減を目的にタイムスプリッティング法を用いているが，数値計算の














で，まず各測候所において，観測値から 100m 高度風速を 1/7 乗対数則によって推定し，次に計算領
域全体で Kriging 空間補間を行い，100m 高度における風場の面データを作成し，再び 1/7 乗則を用
いて 10m 高度における風場の面データを推定した．なお，陸上での観測値には海上風速補正（1.5
倍）を施した．与えた主な気象条件の時系列変動を図-5.3 に示す．2005 年は年間降水量 908mm の

















































1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月
図-5.3 2005 年における気象変動 







図-5.4 に 2005 年における主要河川の流量変動を示す．2004 年は 9 月以降に降水量が多く，淀川
では平年に比べて流量が多い状態が続いていたため，その影響を受けて 2005 年も 1～4 月には流量
は平年に比べて大きい値を示していた．6 月末まで大きな出水は生じなかったが，その後，7 月と 9









































1月 3月 5月 7月 9月 11月2月 4月 6月 8月 10月 12月
図-5.4 2005 年における主要流入河川の流量変動 




















＋（白浜実測潮位と日和佐天文潮位の 25 時間平均値の差） 
＋（調整値） 
（赤穂における潮位条件）＝（赤穂における天文潮位） 
＋（相生実測潮位と赤穂天文潮位の 25 時間平均値の差） 
＋（調整値） 
（引田における潮位条件）＝（引田における天文潮位変動） 









に数多くの研究がなされており，その代表例の一つとして，海洋研究開発機構 JAMSTEC では 1997
年に「日本沿海予測可能性実験：Japan Coastal Ocean Predictably Experiment（JCOPE）10)」の一環と
して数値海流予測システム JCOPE の開発を始め，日本南岸における黒潮大蛇行の形成過程の解明お
よび予測を目的に研究が進められてきた．その結果，2004 年 8 月に発生した黒潮大蛇行発生を 3 ヶ
月前に予測することに成功するなど，高い精度をもって海洋構造の再現に成功している 11)．現在は
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定期的に予測システムを更新し，その予測結果を web 上に可視化し公開している（図-5.5）． 
JCOPE システムの概要 12)を図-5.6に示す．JCOPE は海洋流動モデル POM をベースに構築されて
おり，衛星観測による海面高度と海面水温，さらにアルゴフロートによる水温・塩分データを用い
図-5.6 JCOPE システムの概要 12) 
図-5.5 FRA-JCOPE2 の表示例 10) 
（2005 年 8 月 10 日における水深 100m の流速，水温分布） 
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て，予測気象データの下で同化計算を行っている．鉛直 47 層の一般 σ座標系を採用しており，日本
近海における水平解像度は 1/12°（約 10km 弱）である．さらに，現在は水産試験場による定線観
測データも同化データに取り入れ，FRA-JCOPE2 として予測計算の公開だけでなく，再解析値（水









水質計算は 2005 年 1 月 1 日から 12 月 31 日までを対象期間とし，水質計算および底質計算のタイ
ムステップはともに 10 分とした．  
陸域からの流入負荷量は第 4 章で算定した結果を基に設定し，主要河川については 1 時間ごとの
流量変動を考慮した．淀川と大和川では平水流量を閾値に，低流量時には平水時の平均水質を与え，
高流量時には L-Q 式を適用して毎時の負荷量を算定した． 






今回は中山 13)の方法に従い，紀伊水道側境界の NO3-N 濃度については図-5.7に示す日本南岸沖で観
測された水温と栄養塩濃度の関係（観測期間：1971～2006，観測範囲：31N～34N，131E～136E）を
基に，JCOPE 水温データから時空間分布を与えた．また，PO4-P と SiO2-Si については，総合水質調
査によって 2009 年 5 月から 2010 年 10 月までの各季に採水された試料水に対する独自の水質分析結
図-5.7 外洋水の水温と 
NO3濃度の関係 13) 
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果より，[NO2+NO3]-N との濃度の相関関係（図-5.8）を基に推定した．ここで，外洋水の NO2-N 濃
度は極めて低いことから，NO3-N と[NO2+NO3]-N は等しいとして扱った． 








Phyt1 Phyt2 Phyt3 Phyt1 Phyt2 Phyt3
最大増殖速度 G pmax 1.5 3.0 2.0 1/day 1.7‐2.5 2.0‐3.0 ‐
最適水温 T OPT 9.0 25.0 30.0 ℃ 6‐12 20‐25 ‐
増殖速度に関する温度補正係数 θ temp 1.068 1.068 1.068 ‐ 1.068 1.068 ‐
水温依存性に関する尖り度（T＜T OPT ） β1 0.003 0.003 0.003 ‐ 0.003‐0.006 0.003‐0.006 ‐
水温依存性に関する尖り度（T≧T OPT ） β2 0.006 0.006 0.006 ‐ 0.003‐0.006 0.003‐0.006 ‐
最適光量 I OPT 45.60 45.60 50.15 ly/day ‐ ‐ ‐
自己遮蔽効果係数 k C 0.017 0.017 0.017 m2/mgChl.-a 0.017 0.017 ‐
窒素に関する半飽和定数 KmN 0.010 0.010 0.010 mgN/L 0.01 0.01 ‐
リンに関する半飽和定数 KmP 0.001 0.001 0.001 mgP/L 0.001 0.001 ‐
ケイ素に関する半飽和定数 KmSi 0.020 0.020 0.001 mgSi/L 0.02 0.002 ‐
光合成に伴う呼吸速度 r g 0.10 0.10 0.10 1/day 0.2‐0.3 0.2‐0.3 ‐
20℃における基礎呼吸速度 r b (20℃ ) 0.01 0.01 0.01 1/day 0.01‐0.03 0.01‐0.03 ‐
基礎呼吸速度に関する温度補正係数 θ resp 1.058 1.058 1.058 ‐ 1.047‐1.068 1.047‐1.068 ‐
20℃における沈降速度の下限値 V SPb 0.1 0.1 0.1 m/day 0.2‐1.0 0.2‐1.0 ‐
20℃における栄養塩濃度に依存する沈降速度 V SPn 1.0 1.0 1.0 m/day 0.5‐1.0 0.5‐1.0 ‐
沈降速度に関する温度補正係数 θPsettle 1.029 1.029 1.029 ‐ 1.029 1.029 ‐
20℃における被捕食速度 k grz (20℃ ) 0.085 0.085 0.085 1/day 0.05‐0.10 0.05‐0.10 ‐
被捕食速度に関する温度補正係数 θ grz 1.100 1.100 1.100 ‐ 1.1 1.1 ‐




Phyt1 Phyt2 Phyt3 Phyt1 Phyt2 Phyt3
C/N比の最小値（栄養塩飽和環境下） CRBN1 5.44 5.67 4.00 mgC/mgN 5.2‐5.67 4‐5.67 ‐
C/N比の最大値（栄養塩枯渇環境下） CRBN2 6.90 10.00 7.50 mgC/mgN 6.5‐7.20 7.5‐10 ‐
周囲水濃度に対する依存勾配係数 CRBN3 12.50 15.00 10.00 L/mgN 10‐15 10‐15 ‐
C/P比の最小値（栄養塩飽和環境下） CRBP1 40.00 40.00 40.00 mgC/mgP 25‐40 25‐40 ‐
C/P比の最大値（栄養塩枯渇環境下） CRBP2 90.00 90.00 90.00 mgC/mgP 90.00 90.00 ‐
周囲水濃度に対する依存勾配係数 CRBP3 100.00 200.00 40.00 L/mgP 100‐200 40‐200 ‐
C/Si比の最小値（栄養塩飽和環境下） CRBS1 2.60 10.00 7.50 mgC/mgSi 2.2‐3.0 5‐10 ‐
C/Si比の最大値（栄養塩枯渇環境下） CRBS2 11.50 25.00 17.50 mgC/mgSi 8‐15 10‐25 ‐
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説明 記号 設定値 単位 参考値
植物プランクトンの死滅に伴うLPOCの回帰割合 f LPOC 0.40 ‐ 0.30‐0.40
植物プランクトンの死滅に伴うRPOCの回帰割合 f RPOC 0.40 ‐ 0.10‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うLDOCの回帰割合 f LDOC 0.10 ‐ 0.35‐0.45
植物プランクトンの死滅に伴うRDOCの回帰割合 f RDOC 0.10 ‐ 0.10‐0.15
20℃におけるRPOCの加水分解速度 k 18,20 0.007 1/day 0.007‐0.010
RPOCの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 18,20 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLPOCの加水分解速度 k 19,21 0.070 1/day 0.070‐0.100
LPOCの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 19,21 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるRDOCの酸化速度 k 20,0 0.007 1/day 0.007‐0.010
RDOCの酸化速度に関する温度補正係数 θ 20,0 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLDOCの酸化速度 k 21,0 0.100 1/day 0.100‐0.150
LDOCの酸化速度に関する温度補正係数 θ 21,0 1.080 ‐ 1.08
20℃におけるExDOCの酸化速度 k 22,0 0.100 1/day 0.100
ExDOCの酸化速度に関する温度補正係数 θ 22,0 1.08 ‐ 1.08
DOCの酸化に対するDO半飽和定数 k DO 0.2 mgO2/L 0.2
微生物作用に対する植物プランクトン濃度の半飽和定数 KmPc 0.05 mgCphyt/L 0.05
DOCの酸化に対するLDOCの半飽和定数 KmLDOC 0.1 mgDOC/L 0.1
POCの沈降速度 V SPOC 1.0 m/day 0.2‐1.0
POCの沈降速度に関する温度補正係数 θPOCsettle 1.029 ‐ 1.029
炭素
表-5.1(c) 有機炭素の動態に関するパラメータ一覧 
説明 記号 設定値 単位 参考値
植物プランクトンの死滅に伴うLPONの回帰割合 f LPON 0.10 ‐ 0.30‐0.35
植物プランクトンの死滅に伴うRPONの回帰割合 f RPON 0.35 ‐ 0.10‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うLDONの回帰割合 f LDON 0.10 ‐ 0.125‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うRDONの回帰割合 f RDON 0.15 ‐ 0.125‐0.20
植物プランクトンの死滅に伴うNH4-Nの回帰割合 f NH4 0.30 ‐ 0.15‐0.35
20℃におけるRPONの加水分解速度 k 10,12 0.007 1/day 0.007‐0.010
RPONの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 10,12 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLPONの加水分解速度 k 11,13 0.050 1/day 0.050‐0.070
LPONの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 11,13 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるRDONの無機化速度 k 12,14 0.008 1/day 0.008‐0.010
RDONの無機化速度に関する温度補正係数 θ 12,14 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLDONの無機化速度 k 13,14 0.085 1/day 0.085‐0.100
LDONの無機化化速度に関する温度補正係数 θ 13,14 1.08 ‐ 1.08
20℃における硝化速度 k 14,15 0.100 1/day 0.050‐0.100
硝化速度に関する温度補正係数 θ 14,15 1.08 ‐ 1.08
硝化に対するDOの半飽和定数 K nitr 1.0 mgO2/L 1.0
20℃における脱窒速度 k 15,0 0.050 1/day 0.050‐0.400
脱窒速度に関する温度補正係数 θ 15,0 1.045 ‐ 1.045
脱窒に対するDOのミカエリス定数 K NO3 0.1 mgO2/L 0.1
PONの沈降速度 V SPON 1.0 m/day 0.2‐1.0
PONの沈降速度に関する温度補正係数 θPONsettle 1.029 ‐ 1.029
窒素
表-5.1(d) 窒素の動態に関するパラメータ一覧 
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説明 記号 設定値 単位 参考値
20℃におけるPOSiの溶解速度 k 16,17 0.250 1/day 0.010‐0.250
POSiの溶解速度に関する温度補正係数 θ 16,17 1.08 ‐ 1.08
POSiの沈降速度 V SPOSi 1.0 m/day 0.2‐1.0
POSiの沈降速度に関する温度補正係数 θPOSisettle 1.029 ‐ 1.029
ケイ素
表-5.1(f) ケイ素の動態に関するパラメータ一覧 
説明 記号 設定値 単位 参考値
20℃における再爆気速度 k a 1.2 1/day 0.75‐1.80
再爆気速度に関する温度補正係数 θ a 1.024 ‐ 1.08
溶存態還元物質の酸化速度 k O2EQ 0.150 1/day 0.150‐0.500
溶存態還元物質の酸化速度に関する温度補正係数 θO2EQ 1.08 ‐ 1.08
溶存態還元物質の酸化に対するDO半飽和定数 k DOO2EQ 0.2 mgO2/L 0.2
酸素
表-5.1(g) 酸素の動態に関するパラメータ一覧 
元素 有機物形態 G1 G2 G3
植物プランクトン態 0.65 0.20 0.15
デトリタス態 0.65 0.20 0.15
植物プランクトン態 0.65 0.25 0.10
デトリタス態 0.65 0.25 0.10
植物プランクトン態 0.65 0.20 0.15





説明 記号 設定値 単位 参考値
植物プランクトンの死滅に伴うLPOPの回帰割合 f LPON 0.10 ‐ 0.25‐0.35
植物プランクトンの死滅に伴うRPOPの回帰割合 f RPON 0.35 ‐ 0.10‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うLDOPの回帰割合 f LDON 0.05 ‐ 0.10‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うRDOPの回帰割合 f RDON 0.05 ‐ 0.10‐0.15
植物プランクトンの死滅に伴うPO4-Pの回帰割合 f PO4 0.45 ‐ 0.20‐0.45
20℃におけるRPOPの加水分解速度 k 5,7 0.007 1/day 0.007‐0.010
RPOPの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 5,7 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLPOPの加水分解速度 k 6,8 0.085 1/day 0.085‐0.100
LPOPの加水分解速度に関する温度補正係数 θ 6,8 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるRDOPの無機化速度 k 7,9 0.010 1/day 0.010‐0.020
RDOPの無機化速度に関する温度補正係数 θ 7,9 1.08 ‐ 1.08
20℃におけるLDOPの無機化速度 k 8,9 0.100 1/day 0.100‐0.200
LDOPの無機化速度に関する温度補正係数 θ 8,9 1.08 ‐ 1.08
POPの沈降速度 V SPOP 1.0 m/day 0.2‐1.0
POPの沈降速度に関する温度補正係数 θPOPsettle 1.029 ‐ 1.029
リン
表-5.1(e) リンの動態に関するパラメータ一覧 
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説明 記号 設定値 単位 参考値
好気層における粒子密度 m1 0.5 kg/L 0.2‐1.2
嫌気層における粒子密度 m2 0.5 kg/L 0.2‐1.2
全層厚 h 20 0.1 m 0.1‐0.2
水‐底質間の物質拡散係数 D d0 0.001 m2/day
水‐底質間の拡散係数に関する温度補正係数 θD0 1.08 ‐
水‐底質間の熱拡散係数 D thermo 0.0864 m2/day
粒子拡散係数 D p 0.00006 m2/day
埋没速度 w 2 0.1 cm/year 0.20‐0.75
間隙水拡散係数 D d 0.0005 m2/day 0.0005‐0.0050
粒子拡散係数に関する温度補正係数 θDp 1.09 ‐ 1.08‐1.10
間隙水拡散係数に関する温度補正係数 θDd 1.108 ‐ 1.100‐1.117
粒子混合係数の最小値 D pmin 3.00E-06 m2/day
粒子混合に対するDO半飽和定数 k mO2Dp 4.0 mgO2/L
貧酸素イベント後にベントス活動が回復し始める水温 tempbnth 10 ℃
ベントスストレスの回復速度 k bnthstr 0.030 1/day
ベントス活動による溶存物質の混合促進に関する係数 kl bnth 0 ‐
塩水中における硝化速度 κNH4s 0.1313 m/day
淡水中における硝化速度 κNH4f 0.2000 m/day
アンモニア態窒素の分配係数 π NH4 1 L/kg
硝化に関する温度補正係数 θNH4 1.123 ‐
硝化に対するアンモニア態窒素の半飽和定数 KmNH4 728 mgN/m3
KmNH4に対する温度補正係数 θmNH4 1.125 ‐
硝化に対する直上水DOのの半飽和定数 KmNH4O2 0.37 mgO2/L
塩水中における脱窒速度（好気条件下） κ 1NO3s 1.250 m/day
淡水中における脱窒速度（好気条件下） κ 1NO3f 0.200 m/day
嫌気条件下における脱窒速度 κ 2NO3 0.250 m/day
脱窒速度に関する温度補正係数 θNO3 1.08 ‐
リンの分配係数（嫌気条件下） π 1PO4n 20 L/kg 20‐1000
リンの分配係数（好気条件下） π 1PO4m 25 L/kg 20‐300
リンの分配係数のDO依存性に関するDO半飽和定数 O 2crit 2.0 mgO2/L
ケイ素の溶解速度 K si 0.750 1/day 0.50‐0.75
ケイ素の溶解速度に関する温度補正係数 θ Si 1.10 ‐
ケイ素の飽和濃度 C Sisat 40000 mgSi/m3
ケイ素の分配係数のDO濃度に対する依存係数 Δπ 1Si 10 ‐
ケイ素の分配係数（嫌気条件下） π 2Si 100 L/kg
ケイ素の溶解に対する半飽和定数 KmPSi 5.00E+07 mgSi/m3
ケイ素の分配係数のDO依存性に関するDO半飽和定数 O 2critSi 3.0 mgO2/L
溶存態硫化物の酸化速度（好気条件下） κ d1 0.200 m/day
懸濁態硫化物の酸化速度（好気条件下） κ p1 0.400 m/day
硫化物の分配係数（好気条件下） π 1S 100 L/kg
硫化物の分配係数（嫌気条件下） π 2S 100 L/kg
硫化物の酸化速度に関する温度補正係数 θ dp1 1.08 ‐
硫化物の酸化に関する酸素の規格化定数 Kmhso2 4.0 mgO2/L
メタンの酸化速度（好気条件下） κCH4 0.200 m/day
メタンの酸化速度に関する温度補正係数 θCH4 1.08 ‐
易分解性有機物（G1）の分解速度 K GPOM,1 0.035 1/day
難分解有機物（G2）の分解速度 K GPOM,2 0.0018 1/day
準不活性有機物（G3）の分解速度 K GPOM.3 1.00E-06 1/day
易分解性有機物の分解速度に関する温度補正係数 θG1 1.100 ‐
難分解性有機物の分解速度に関する温度補正係数 θG2 1.150 ‐















































































図-5.9(a) 代表地点における計算潮位と観測潮位の比較（2005 年 3 月） 




































































図-5.9(b) 代表地点における計算潮位と観測潮位の比較（2005 年 9 月） 








と計算値の線形相関（切片ゼロ）の勾配は水温，塩分のいずれについても 1.00 を示し，相関係数 R2
はそれぞれ 0.95，0.90 であった．また，計算値と観測値の二乗平均平方根誤差 RMSE（Root Mean Square 






 次に，大阪湾，播磨灘，紀伊水道の代表地点（図-5.11 に示す計 15 地点）における水温と塩分の
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れ，完全には鉛直混合していないことがわかる．紀伊水道についてみると，4 月から 9 月に上下層間






















































図-5.13 大阪湾における DO，DIN，PO4-P 濃度に関する計算値と観測値の比較 
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5.4.2 紀淡海峡における流動・密度構造 
 紀淡海峡は大阪湾と紀伊水道をつなぐ幅 11km の海域であり，外洋から大阪湾への物質輸送を把握
する上で，紀淡海峡における流動・密度構造を把握することは重要である．図-5.18 に示すように，
海峡には二つの島と三つの瀬戸があり，その海底地形は複雑な形状を呈している．各瀬戸の断面積





よって大きく変化している．2 月には鉛直方向の密度差は 0.4 以下とほぼ一様化しており，残差流速










下層間の密度差は 2.0 以上にも達し，残差流速は上層で 40cm/sec，下層で 25cm/sec と非常に大きく
なっている．また，紀伊水道および紀淡海峡の底層には低温，高塩分の太平洋亜表層水が流入する
ことで密度成層がさらに強化されている．西田ら 17)は 2005 年 8 月 10 日に紀淡海峡において現地観
測を実施し，図-5.18 に示した観測断面に沿って一潮汐間にわたって流速や塩分，水温の計測を行い，
図-5.20 に示すような残差流および平均密度の鉛直断面分布を明らかにしている．今回数値計算によ





































大阪湾東部の底層では，夏季を中心に DO 濃度が低く，PO4-P 濃度および NH4-N 濃度の高い水塊
が沿岸に分布しており，底質による酸素消費と栄養塩溶出の影響がみられる．8 月には沿岸部におい








伊水道において密度成層が形成されると同時に進入が始まっている．2005 年には 4 月 10 日頃に陸棚
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図-5.21(a) 月平均水質の表層分布（上から，2月，5月，8月，11 月） 
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図-5.21(b) 月平均水質の底層分布（上から，2月，5月，8月，11 月） 
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量に，湾面積 1,447km2 を乗じることにより求めた．陸水流入量は 7 月と 9 月に多く，年間総流入量
は 10.1×109m3/year，年平均流入量は 321m3/sec であった．陸水流入量を大阪湾の湾容積 44.0×109m3
で除すると，陸水の平均滞留時間は 81.7 日間となる．一方，雨水の年間総流入量は 1.41×109m3/year
であり，1 年間の総流量でみると陸水流入量の約 14%に相当する．海面からの蒸発量については，
推定方法によって見積もりに大きな開きがあるものの，例えば，沖 17)は海洋では約 1,210mm/year と
の推算値を示している．この値を大阪湾に適用すると，湾全体での蒸発量は 1.75×109m3/year と推算
され，降水量と概ね等しいオーダーであることがわかる．ただし，蒸発量の推定値には既往研究に
おいても大きな開きがあり，例えば大阪湾における年間蒸発量を石崎ら 18)は 1,920mm/year と算定し
たのに対し，速水・宇野木 19)は 1,410mm/year との見積もりを示しており，また近藤 20)は琵琶湖にお
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C1 C2 C3 C4
実験値 22.7 8.8 43.7 12.7
計算値 108.3 91.1 69.9 96.5
実験値 20.5 23.8 21.2 28.3
計算値 232.7 206.7 175.8 231.3
実験値 4.2 5.1 8.3 6.4
計算値 13.4 11.3 8.8 12.0
実験値 3.5 1.7 6.5 12.7












































まず，全リン（T-P）の年間収支についてみると，陸域から 6.7ton/day が流入し，底質から 9.9ton/day
が負荷され，明石海峡と紀淡海峡からそれぞれ 2.7ton/day，7.7ton/day が流出している．底泥や海峡
部を通じた物質輸送量が陸域負荷量を上回っており，湾全体の収支は 6.2ton/day の増加となっている． 
無機態リン（I-P）についてみると，陸域から 4.5ton/day が流入する一方で，底質からはその約 4.9
倍が溶出し，明石海峡からは 0.4 倍が流出，紀淡海峡からは 1.8 倍に相当する量が流入している．大
阪湾を一つの系とすると，系外からの I-P 負荷量の総和は 32.8ton/day と正の値を示すが，一次生産
に 66.6ton/day が消費され，有機態の分解・無機化過程によって 28.2ton/day が回帰される結果，全体
では結局 5.6ton/day の減少となっている．湾内における I-P は，底質や有機物の分解・無機化に由来
する割合が大きく，陸域や海峡部を通じて供給される量は相対的に小さくなっている．有機態リン
（O-P）については，2.2ton/day が陸域から供給される一方で，その 5.6 倍に相当する量が底質へ堆
積し，0.4 倍，7.1 倍に相当する量が明石海峡と紀淡海峡から流出している．外部負荷の総和として
は 26.6ton/day の減少となるが，一次生産による生成量が大きいために湾全体の収支では 11.8ton/day
の増加となっている． 
 次に，全窒素（T-N）の年間収支についてみると，陸域から 84.5ton/day が流入し，底質から 28.2ton/day
が負荷され，明石海峡と紀淡海峡からそれぞれ 14.8ton/day，25.8ton/day が流出している．リンの場
合と比べると，湾内収支に対する陸域負荷量の寄与が大きい． 
 無機態窒素（I-N）についてみると，84.5ton/day が陸域から流入する一方で，その 1.5 倍に相当す
る量が底質から溶出し，0.04 倍と 0.6 倍に相当する量が明石海峡と紀淡海峡から流入している．系外
からの負荷量の総和は 263.4ton/day であるが，湾内において一次生産により 460.7ton/day が消費され，
有機態の分解・無機化過程により 206.3ton/day が回帰される結果，湾全体の収支は 9.0ton/day の増加
となり，ほぼ平衡している．有機態窒素（O-N）についてみると，陸域から 20.1ton/day が流入し，
その4.7倍の量が底質へ堆積し，0.9倍，3.8倍に相当する量が明石海峡と紀淡海峡から流出している．
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量に匹敵する量の窒素，リンが外海から流入していることを示した．また，高志ら 5)は 1 ヶ月ごと，
4 年間にわたって紀伊水道の縦断面および横断面で窒素，リンの分布を測定し，外海から紀伊水道に
流入する窒素，リンの輸送量が黒潮の流路によって変動することを示した． 




では流入する密度流が生じ，一方で，接岸時には⊿σt は約 0.5 と小さく，鉛直方向にほぼ一様な流









 以上を踏まえ，本章では第 5 章で適用した流動・水質・底質モデルを用いて，大阪湾および周辺
海域の物質循環に及ぼす河川出水，底質との相互作用および黒潮離接岸の影響について解析を行う．  
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摘したように，黒潮距離が約 75km 以下の場合には距離が短いほど水温は上昇し，また約 75km 以上




大きく変動していたが，2001 年 9 月以降は安定して接岸流路を流れていた．また，2004 年 7 月から
は大蛇行流路に移行し，2005 年 8 月中旬に再び接岸した．紀伊水道で観測された底層水温について，
2002 年，2005 年と平年値（1987～2005 年の平均）の月変動を図-6.4 に示す．2002 年 7 月には平年
値に比べて高い水温値を示し，接岸期であるために表層暖水が流入していたと考えられる．一方，
2005 年 7 月と 8 月の水温は平年値と比べて 4℃以上低く，底層冷水の影響が認められる．図-6.5 に
紀伊水道南端における 7 月の水温，塩分の鉛直プロファイルを示す．接岸期である 2002 年と離岸期





温構造がみられた 2002 年と 2005 年を対象に再現計算を行うこととする． 
流動モデルには ECOMSED，物質循環モデルには RCA を用いた．これらの詳細は第 5章で既に述






























2000 2002 2003 2004 20052001
図-6.3 潮岬から黒潮流軸までの南方距離の変動 
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～10 月 1 日 1:00 までを解析期間とし，流動計算，水質計算のそれぞれについて 3 ヶ月と 1 ヶ月の助
走計算を行った．また，モデル地形，陸域流入条件，開境界条件，気象条件，初期条件等は第 5 章
において行った解析と同じ方法で設定した．図-6.6 に示すように，大阪湾では 2002 年は 7 月に，2005
年は 7 月と 9 月に大規模な出水が生じていた． 
 
6.2.2 粒子追跡法 
 粒子追跡法では浮力の効果を無視した Lagrangian 粒子を水粒子として想定し，移流項は流動計算
結果をそのまま適用し，拡散項はランダムウォークで表現している．各時刻における各粒子の位置
は以下の Langevin 方程式に基づいて決定される． 
݀ Ԧܺ










































4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月
図-6.6 淀川と大和川の合計流量の時系列変動 
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 外洋水を粒子に見立て，南端境界の 80m 以深に位置するグリッドから，1 時間ごとに 1 粒子ずつ
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図-6.9に塩分と水温の底層分布について，観測結果と計算結果を示す．観測は 2002 年 8 月 2～7
日と 2005 年 8 月 1～10 日の日中に実施されており，観測期間に数日間の幅を有している．一方で計











































































a) 2002 年 8 月 b) 2005 年 8 月 
図-6.8 塩分と水温に関する観測値と計算値の比較 
観測結果 計算結果 観測結果 計算結果 
a) 2002 年 8 月 b) 2005 年 8 月 
図-6.9 水温（上段）と塩分（下段）の底層分布に関する観測結果と計算結果の比較 
観測結果 計算結果 観測結果 計算結果 
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年には沿岸水の流出によって表層で低塩分化し，上下層の塩分差が大きくなっている．一方，水温
については，2002 年と 2005 年でそれぞれ太平洋側から表層暖水と底層冷水の進入が生じており，大
きな違いがみられる．紀伊水道底層において，観測結果に比べて計算結果では塩分は約 0.5 低く，水






(b) 2005 年 8 月 
(a) 2002 年 8 月 
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6.3.2 流動構造 
7 月 15～30 日の 15 日間における残差流と期間平均密度の水平分布を図-6.11 に示す．残差流系の






紀淡海峡における残差流，平均塩分，水温，密度の断面分布を図-6.12 に示す．水深 40m 付近を
境に，上層では低塩分・高水温の沿岸水が，底層では高塩分・低水温の外洋水が分布している．そ
の結果，上下層間の密度差が 2.5 以上と大きくなっており，上層南流，下層北流の密度流が生じてい
る．この分布は図-5.20 に示した 2005 年 8 月 10 日の観測結果ともよく一致している． 
  
図-6.11 残差流系と平均密度の平面分布 




によってその挙動を捉える．2005 年 7 月 1 日からの 5 日後，10 日後，15 日後，20 日後，25 日後．
30 日後の外洋水粒子の水平・鉛直投影図をそれぞれ図-6.13と図-6.14 に示す．外洋水は一部が上層
に連行されながら約 6.3cm/sec の平均速度で紀伊水道底層を進入し，11 日後には紀淡海峡に到達して




る．2005 年 7 月は離岸期であるため，ここで扱っている外洋水粒子は栄養塩に富む太平洋亜表層水
の物理挙動を表している．今回得られた粒子追跡結果は，太平洋亜表層水に由来する外洋起源栄養
塩が大阪湾の水質環境に直接に影響する可能性を示唆している． 
 次に，紀淡海峡周辺における物質輸送構造を把握するために，海峡断面に粒子を配置し，7 月 1
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図-6.13 粒子追跡結果の水平投影分布（2005 年 7 月 5 日～30 日） 
図-6.14 粒子追跡結果の鉛直投影分布（2005 年 7 月 5 日～30 日） 
- 142 - 
  
図-6.16 粒子追跡結果の鉛直投影分布（2005 年 7 月 1 日～10 日） 
図-6.15 粒子追跡結果の水平鉛直投影分布（2005 年 7 月 1 日～10 日） 










め問題はないと考えられる．DIN と PO4-P はいずれも表層で低濃度を示しており，活発な一次生産
による枯渇状態が再現されている．低濃度域におけるバラつきは大きいものの，水質分析や数値シ
ミュレーションの精度を考慮すれば許容誤差の範囲内にある． 
 図-6.18 に水質の表層・底層分布について，計算結果と観測結果の比較を示す．計算結果は 2005
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6.4.2 夏季における外洋起源栄養塩の動態 



































 2005 年 7 月の大阪湾におけるリン，窒素の収支と循環について計算結果を図-6.21 に示す．まず，
全リン（T-P）についてみると，陸域と底質から 8.7ton/day，16.8ton/day が供給されているのに対し，
明石海峡と紀淡海峡からはそれぞれ 8.6ton/day，53.2ton/day が流出し，湾全体の収支としては
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形態別にみると，溶存無機態リン（I-P）については陸域から 5.3ton/day が供給されているのに対
し，底質からは約 4.8 倍もの量が溶出しているとともに，3.5 倍の量が湾外へ流出している．また，




へはその約 2.5 倍の量が堆積し，明石海峡と紀淡海峡からはそれぞれ 0.4 倍，12.3 倍の量が流出して
いる．また，陸域負荷量の約 20 倍もの O-P が一次生産によって生成され，約 4.2%が無機化されて
いる．その結果，湾全体の収支では 6.1ton/day 増加している． 
 一方，全窒素（T-N）についてみると，陸域と底質から 123.1ton/day，58.7ton/day が供給され，明
石海峡と紀淡海峡から 47.2ton/day，261.4ton/day が流出し，湾全体の収支は 126.8ton/day の減少とな
っている．陸域負荷量に対して，底質からの溶出量はほぼ同等，明石海峡と紀淡海峡からの流出量
は 0.38 倍，2.1 倍に相当し，リンの場合に比べると，湾内の収支に対する陸域負荷の規模が相対的に
大きくなっている． 
溶存無機態窒素（I-N）は陸域から 95.9ton/day が流入するとともに，底質からはその 1.3 倍の量が
溶出し，明石海峡と紀淡海峡からは 0.13 倍，0.28 倍の量が流出している．また，陸域負荷量に対し
て，約 4.7 倍の量が一次生産に利用され，約 1.3 倍が水中で回帰されている．また，水中における脱
窒量は 1.8ton/day と小さく，結局，湾内の収支は 145.2ton/day の減少となっている．植物プランクト
ン態窒素（Phyto-N）と非生物有機態窒素（O-N）の総和は，陸域から 27.2ton/day が流入し，その約
2.3 倍が底質へ堆積，約 1.3 倍と約 8.6 倍が明石海峡と紀淡海峡から流出している．その結果，湾内



































































 7 月の平水流量条件における陸域負荷量と実際の負荷量の比較を図-6.22 に示す．図-6.6 に示した
ように，7 月初旬には淀川において 1,500m3/sec を超える比較的大きな出水が生じ，中旬頃まで 250 
m3/sec 以上の流量が多い状態が続いていた．なお，2005 年における平水流量（185 日流量）は，淀
川では 161.4m3/sec，大和川では 14.3m3/sec であった．仮に出水が生じず常に平水状態が続いた場合，
T-P，T-N，TOC の 7 月における陸域負荷量は，それぞれ実際の負荷量の 69%，79%，43%にまで減
少することになる． 

























































































































図-6.23 7 月の平水条件における大阪湾のリン，窒素の収支と循環（単位：ton/day） 



























まず，2005 年夏季の再現計算に対し，開境界条件（水位，塩分，水温）のみを 2002 年の条件に変
更した場合の 8 月 5 日における一潮汐平均された塩分，水温の底層分布と鉛直断面分布をそれぞれ





次に，7 月 15～30 日の 15 日間における残差流と平均密度の分布を図-6.29 に示す．2005 年の再現
計算（図-6.11）と比べると，大阪湾表層では沖ノ瀬環流や東岸恒流帯が小さくなり，湾全体で紀淡
海峡に向かう流れが弱くなっている．紀伊水道においても四国沿いの南流と紀伊半島沿いの北流が
















































































図-6.13 および図-6.14 と同様に，接岸条件における外洋水粒子の 5 日後，10 日後，15 日後，20








接岸条件における水質の計算結果を図-6.33 と図 6.34 に示す．離岸期の再現計算結果（図-6.18）
と同じく，8 月 5 日における 13:00 瞬間の分布を示している．表層分布には離岸期と比べてほとんど
変化がみられない一方で，底層分布には離岸期との違いが生じている．陸棚端では太平洋亜表層水
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図-6.31 粒子追跡結果の水平投影分布（7 月 1 日～30 日） 
図-6.32 粒子追跡結果の鉛直投影分布（7 月 1 日～30 日） 
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第 5 章および第 6 章で述べたように，大阪湾の物質循環には底泥や外洋を起源とする栄養塩の動態
も無視できないが，ここでは陸域負荷に対する湾内水質の応答性を捉えるために，底泥や外洋から
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条件や再現性の検証に用いる検潮所と水質調査地点（浅海定線水質調査）の位置もあわせて載せて
いる．水平方向にはデカルト座標系を採用し，格子サイズは湾奥部で 500m，その他で 1km とした．
鉛直方向には等間隔 20 層の σ 座標系を採用した．助走計算を 1 ヶ月間行った後，2008 年 2 月の 1
ヶ月間を解析期間とした．差分時間は流動計算については 8sec，水質計算については 180sec とした．






間分布を考慮するために，まず，各測候所の観測値について 1/7 乗対数則を用いて 100m 高度風速を











算定期間における大阪湾への総陸域負荷量は COD，T-N，T-P のそれぞれについて 116ton/day，
89.9ton/day，5.20ton/day であった．いずれも大阪市内河川・寝屋川流域からの負荷が大きく，大阪湾
への総陸域負荷量のうち，それぞれ約 46%，45%，40%を占めている．当流域では 13 箇所の下水処
理場が供用されており，大阪湾への総陸域負荷量のうち COD，T-N，T-P のそれぞれ約 21%，33%，
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図-7.6 に塩分，水温，DIN，PO4-P，Chl.-a，N/P 比の表層分布について計算結果（2 月 5 日 13:00
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7.4.2 大阪湾における物質輸送場 
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の総陸域負荷量はそれぞれ 101ton/day，68.5ton/day，4.67ton/day となり，2008 年度冬季負荷量に対し
てさらに 13%，24%，10%の削減がそれぞれ見込まれ，その結果，N/P 比は 34.6 にまで低下する． 
 








場合の海域水質の応答性を解析する．この方策により大阪湾への T-N 負荷量は 92.3ton/year となり，
2008 年度冬季負荷量に対して約 2.6%の増加が見込まれる． 
 
7.5.2 解析結果 
a) シナリオ A 





DIN 濃度は陸域負荷量の減少に伴って低下し，その結果 N/P 比も小さくなっている．一方，湾央部
では PO4-P 濃度の上昇と DIN 濃度の低下がみられる．これは陸域から湾央部への窒素供給量が減少
し，現況において湾央部における窒素制限海域の範囲が拡大したためと考えられる． 
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b) シナリオ B 








図-7.10 シナリオ B の解析結果 
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 第 4 章では，統計資料の収集・分析と出水時を含めた河川水質調査により，大阪湾に流入する陸
域負荷の実態を明らかにするとともに，主要河川における出水時を含めた物質輸送量のモニタリン
グ手法について検討を行った． 





















































工学論文集，第 52 巻，pp.1345-1350，2008. 
 
2) 西田修三，中谷祐介，嶋田恭佑，入江政安：降水の水質特性と大阪湾への栄養塩負荷の影響解
析，海岸工学論文集，第 55 巻，pp.1061-1065，2008. 
 
3) Shuzo Nishida, Yusuke Nakatani, Kyosuke Shimada, and Masayasu Irie: Impact Analysis of Rainfall on 
Water Quality and Primary Production in Osaka Bay, Journal of Hydroscience and Hydraulic 
Engineering, Vol. 27, No.2, pp.49-58, 2009. 
 
4) Yusuke Nakatani, Shuzo Nishida, and Masayasu Irie: Precipitation Loads of Nutrients and Impact on 
Primary Production in Osaka Bay, Proceedings of nineteenth (2009) International Offshore and Polar 
Engineering Conference, pp.496-502, 2009. 
 
5) 中谷祐介，西田修三：淀川・大和川における出水時負荷特性と陸域流入負荷の評価，水工学論





7) Yusuke Nakatani, Shuzo Nishida, and Masayasu Irie: Influence of Kuroshio Meandering on the Nutrient 
Transport to Osaka Bay, Proceedings of twenty-first (2011) International Offshore and Polar 






る数値実験，土木学会論文集 B1（水工学），Vol.68，No.4，2012. （印刷中） 
- 171 - 
 
謝辞 
 
 
本研究を遂行するにあたり，数多くの方々にご協力いただきました． 
 
大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 西田修三教授には，大学四年生の頃より六年間に
わたり，終始惜しみないご指導を賜りました．専門知識だけでなく，科学研究者としての姿勢も学
ばせていただいたとともに，長い研究室生活において常に暖かなお心遣いをいただきました．ここ
に深甚なる謝意を表します． 
 
 大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 入江政安講師には，現地観測，数値解析など様々
な研究手法について有益なご助言をいただくとともに，多くの場面において大変お世話になりまし
た．ここに深く感謝の意を表します． 
 
 大阪大学大学院工学研究科地球総合工学専攻 出口一郎教授，新田保次教授，荒木進歩准教授，
有田守助教，猪井博登助教には，貴重な助言を数多くいただきました．深く感謝いたします． 
 
 大阪大学みず工学領域を卒業された諸先輩，同期生，後輩諸氏，在学生の方々に深く感謝いたし
ます．皆さんのお陰で楽しく充実した研究室生活を送ることができました． 
 
 最後に，常に暖かく見守り支え続けて下さった家族，友人に感謝の意を表します． 
